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＜要   約＞ 
 公的年金の保険事故が第三者の加害行為によって発生させられた場合，年金給付と損害賠
償との重複支給を避けるべきか否かが問題となる。このような場面においては，重複調整を
行った結果，加害者が不当に免責されるべきでないという考え方と，逆に重複調整をしない
ことによって被害者が二重に利得をすることを防ぐべきであるという考え方とが存在する。
そして，これまでの判例・学説においては，この 2 つの原理の相互関係のあり方について，
被害者側の請求内容や支給される年金の種類等に従って類型化を行い，それらの場面ごとに
調整方法を使い分けていくという整理の仕方が一般的であった。 
 以上のことは，見方を変えると，次のように表現することもできる。すなわち，従来の議
論においては，保険事故や被害者の訴求内容に基づく類型化によって，場面ごとの解決方法
を示してはいるものの，「なぜそのような調整方法の使い分けが必要なのか」ということに
関する秩序立った説明がなされていない。換言すれば，重複支給に関する全ての場面を統一
的に説明する理論が未完成であるということになる。 
 本稿では，重複調整の場面を規律する 3 つの基本原理の相互関係を明らかにするととも
に，これらの判断要素のうちの「加害者免責の防止」の点を重視して，これを基底に据えた
処理法を提案している。 
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１．問題の所在 
 不法行為に基づいて他人の生命・身体等に損害
を発生させた場合，民法に基づく損害賠償（同法
709条以下）と社会保険給付とが重複して支払わ
れることがある。たとえば，ある現役労働者が道
路を歩行中にドライバーの過失による交通事故で
死亡した場合，被害者の収入に依存して暮らす家
族がいれば，その家族に対して遺族基礎年金や遺
族厚生年金等の公的年金が支給される。他方，加
害者から遺族に対しては被害者の死亡によって失
われた賃金に相当する損害賠償が支払われるであ
ろう。はたして，このような場合に被害者の遺族
は社会保険給付である公的年金と，不法行為に基
づく損害賠償とを同時に受け取ることができるの
か。あるいは，両者の給付の間で何らかの調整が
行われ，重複支給は回避されるのか。 
 この問題については，民法学・社会保障法学の
両分野において古くから活発に議論がたたかわさ
れてきた経緯があり，おびただしい数の判例の蓄
積もあって，学説上は既に議論が出尽くした感も
ある（1）。特に本稿の中でも紹介する平成 5 年の
大法廷判決が示されたことで，少なくとも将来の
年金給付と損害賠償との調整の問題に関しては，
判例上一定の決着がついたといえるであろう。 
 しかし，従来の先行研究では，重複調整を行な
う時間的範囲・物的範囲に従って事故の類型化を
行なったうえで，それぞれの場面ごとの解決方法
を一応示しているものの，なぜそのような「調整
方法の使い分け」の結論に至るのかということに
関する説明，すなわち両者が重複する場面全体を
統一的に説明する理論については，いまだ十分に
確立されているとはいえないように思われる。 
 社会保険給付と損害賠償の重複を避けるための
方法としては，1）先に保険給付を行ったうえで
被害者が有する損害賠償請求権を保険者が代位取
得する方法（以下，「保険者代位」と呼ぶ），2）
先に保険給付を行ったうえで加害者から被害者に
対して支払われる損害倍賞額から保険給付分を控
除する方法（損益相殺），3）先に損害賠償を
行ったうえで保険者の保険給付から賠償額分を控
除する方法（保険免責）の 3 つに大別すること
ができる。本稿は，これらの調整方法の成立要件
について詳細な検討を加えるとともに，これらの
選択肢の背景にある考え方を抽出し，すべての場
面を統一的に説明できるような理論の構築を目指
すものである。 
 保険給付が先行した場合のうち，保険者代位に
ついては厚生年金法40条 1 項のように各種社会
保険立法の中に明文規定が置かれているが，損益
相殺については民法の中に特段の定めがなく，損
害賠償法に関する学説・判例の蓄積を通じて，一
定の理論が形成されてきた。他方，損害賠償が先
行した場合の保険免責については，厚生年金法
40条2項のように各種社会保険立法の中に明文規
定が置かれているものの，実務上保険給付の停止
措置はほとんど行われていないという実態があ
るし（2），後述のとおりそもそも保険事故が第三
者の加害行為によって惹起されたものであるとの
理由で保険給付を拒否することが，はたして社会
保険の本旨に照らして妥当といえるかについては，
おおいに疑問が残るところでもある。そこで，本
稿はもっぱら「保険給付先行型」のパターン（上
述の 1 ）と 2 ））に限定して，その重複調整のあ
り方（あるいは，「調整しない」という選択肢の
可能性）を検討するものである。 
 なお，各種社会保険の中でも，本稿ではもっぱ
ら年金保険を検討の対象とする。なぜならば，医
療保険・介護保険・雇用保険・労災補償保険につ
いては，保険給付の性格がそれぞれの法目的ごと
に異なっており（3），損害賠償との重複調整を考
えるにあたっては，年金保険と同一の視覚での検
討では不十分であるからである。よって，紙幅の
都合もあり，本稿では公的年金の保険事故類型，
とりわけ障害・遺族の両給付が先に行われた場合
に焦点を当てて，損害賠償との調整のあり方を検
討していくことになる。 
 
２．民間保険における調整の方法 
 社会保険給付と損害賠償が重複する場面の調整
の考え方は，社会保険法固有の法理ではなく，私
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法における損益相殺や保険者代位に関する理論を
社会保障法の分野に導入したものである（4）。そ
こで，まず民間保険において展開されている重複
調整の議論について確認しておきたい。 
 議論に先だって，ここで取り上げるべき民間保
険の範囲を確定しておく必要がある。保険法の法
典では，民間保険の体系を「損害保険」（第二
章）と「生命保険」（第三章）とに分けて規定し
ているが，このような体系化の方法は，支払われ
る保険金額の決定方法を標準とするもの（前者）
と，保険事故の種類を標準とするもの（後者）と
を混然一体に扱っているので非論理的であると批
判されている（5）。そこで，講学上は一般に保険
金額の決定方法に着目して，「損害保険契約（実
損填補契約）」と「定額保険契約」とに分類され
ている。そして，このような概念を用いて，人保
険（生命・身体について生ずる保険事故をカバー
するもの）については損害保険と定額保険の両タ
イプを想定するのに対して，物保険・財産保険に
ついては損害保険のみが許されると説かれている（6）。
そこで，以上のような民間保険における通説的な
理解に従い，社会保険との関連性が深い「損害保
険型の人保険」（7）に的を絞って，保険者代位お
よび損益相殺をめぐって展開されている保険法学
での議論を概観してみる。 
 保険法学においては，保険者代位の制度は強行
法規であるとされており，契約当事者の意思でこ
れを排除することは認められないと考えられてい
る。その理由として最初に思い浮かぶのは，被保
険者の利得（重複填補）の禁止という考え方であ
ろう。しかし，契約当事者同士の特約によって重
複填補を認めようとするのならば，公益の観点か
らこれを絶対的に禁止するほどの理由は乏しいと
するのが，現在の通説の立場である（8）。 
 そこで，保険者代位の強行法規性の理由として
次にあげられるのが，第三者（典型的には不法行
為の加害者）が不当に免責されることを防止する
というものである。すなわち，保険者の保険給付
によって被保険者の損害の全部または一部が填補
され，その分だけ第三者の損害賠償責任が縮減す
る（損益相殺）ならば，第三者は被保険者の保険
加入という，自らが関与しない事由によって「棚
ぼたの利益」を得ることになる。このような不正
義を防止するために，被保険者の有する損害賠償
請求権を保険者が代位行使することが強行法的に
求められることになる（9）。 
 この他に，保険者が自身の保険財政を維持する
ために代位によって支払保険金の一部を回収する
（その結果，保険契約者全体の保険料負担の軽減が
図られる）という説明がなされる場合もある（10）
が，このような説明は十分に説得力があるとは思
われない。保険者が請求権代位を確実に実施する
（その結果，事故に遭遇した被保険者が手にする
損害賠償額が減少する）が故に保険料が安い保険
会社と，被保険者の重複填補を認めるが故に相対
的に保険料が高い保険会社とがあった場合，顧客
がいずれの会社と契約するかは，結局のところ市
場原理によって決定される問題であるからである
（11）。したがって，民間保険においては，保険者
財政の保全の必要性という点に保険者代位の強行
法規性の根拠を求めることができるかについて，
議論の余地が残されているといえる。 
 以上，ここまでの結論としていえることは，民
間保険において保険者代位が強行法規である理由
として確実にいえることは，第三者の不当な免責
を防ぐという点だけで，それ以外の根拠（二重利
得の防止および保険者財政の維持）については疑
義が残されているということになる。 
 
３．年金給付と損害賠償の重複回避のパ
ターン 
 そこで，本稿の主題である公的年金に目を移し
て，年金給付と損害賠償とが重畳的に支給される
場面を想定してみる。両者の重複を避ける方法に
は，どのような形が考えられ，それらの背景には
どのような理論的根拠が存在するのか。あるいは，
あえて重複支給を回避しないという選択をする余
地はないのか。この問題について考える際に上記 
2 で検討した民間保険（ただし，損害保険型の人
保険に限定する）における重複調整の考え方が社
会保険である公的年金にどこまで妥当するかを解
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明しておく必要がある。 
 両者の重複回避のための最も簡便な方法は，損
害賠償が支払われることが見込まれる場合に，年
金給付を一定期間控えるという保険免責である（12）。
しかし，社会保険というのは，何らかの生活事故
に遭遇した被保険者の生活の保障を行うことを目
的とする制度であり，当該保険事故が第三者の加
害行為によって発生したものであるかどうか（さ
らには，損害賠償請求の可能性があるかどうか）
は，保険給付可否の判断とは本来無関係のはずで
ある。被害者側に過失があり，過失相殺をめぐっ
て賠償額の算定に争いが生じているケースや，加
害者側の資力不足等の事情で賠償の支払いが滞っ
ているようなケースにおいても，迅速に被保険者
の生活の保障を行うことが，社会保障の給付主体
に課された責務である。また，前述のとおり，公
的年金の給付実務を見る限り，そもそも保険給付
に先行して加害者から損害賠償が支払われている
か否かを保険者が確実に了知する方法がないため，
保険免責の方法を採ることは事実上不可能である。
そこで，本稿ではもっぱら損害賠償が支払われる
前に保険給付が行われるという現行実務の原則的
なスタイルに則した分析を行うこととする。 
 年金給付が先行した場合に関する損害賠償との
重複の調整（または無調整）の形態としては，
ア）前述の保険者代位型（13），イ）損益相殺型，
ウ）重複支給型の 3 つを想定することができる。
すなわち，重複という結果を何らかの手段で回避
しようとする立場がア）とイ）であるのに対して，
重複を回避しない立場がウ）であるということに
なる。 
 この 3 つのパターンと，上記の民間保険にお
ける重複調整の根拠としてあげられている 3 つ
の考え方を組み合わせてみると，それらの根拠が
ア）～ウ）の各パターンの中にどのように反映さ
れて（または反映されないで）いるのかが明らか
になる。そこで，ひとまず民間保険と社会保険と
の法的な性格の違いを捨象して（14），重複調整
（無調整）の 3 つの類型と調整を行う根拠の相互
関係を整理したものが，下の表 1 である（表中
の○印は，重複回避理由に関する①～③が達成さ
れていることを意味し，×印は達成されていない
ことを意味する）。 
 
表１ 
 ①保険者財政
の保全 
②加害者免責
の防止 
③二重利得
の防止 
ア)保険者代位 ○ ○ ○ 
イ)損益相殺 × × ○ 
ウ)重複支給 × ○ × 
 
 
このように，ア）はウ）との対比においては，①
と③の面での違いが顕著になるが，イ）との対比
においては，①と②に違いが現れる。以上のよう
な整理の仕方が，重複調整のあり方をめぐる従来
からの一般的な理解であると思われ，本稿の以下
の検討においても，上記表 1 の整理が根底に据
えられることになる。 
 
４．不法行為の発生から重複調整決定まで
のプロセス 
 それでは，損害賠償と公的年金の給付とが同一
の原因で発生する場合において，事故の当事者は，
どの段階でどのような主張をするのか，そして重
複支給を回避する（あるいは回避しない）という
決定は，誰がどの段階で下すのかということを，
時間の経過を追って整理してみよう。 
不法行為発生の時点から，重複調整の内容の決定
までの一連の手続の流れは，一般的には図 1 の
ように理解されているのではないかと考えられる
（なお，ここでいう「不法行為」とは，民法709
条以下の被害者の損害賠償請求権発生の要件をす
べて充足していることを前提とする。また，図 1 
の中の《 》内は，各分岐点における判断の主体
が誰であるかを示している）。 
 図 1 の ・ の局面において，それぞれの判
断主体は，どのような規範や価値判断に基づいて
その判断を下しているのかを次節以降で明らかに
していくことになる。なお，先に損害賠償が行わ
れた場合については，各社会保険立法中の保険免
責の規定を適用して重複を回避する方法もあるが，
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前述のとおり，本稿ではこの選択肢を最初から考
察の対象から除外して，図 1 のとおり事故の発
生の認定をもって自動的に年金給付を開始する形
を議論の出発点とする。 
 
５．被害者の二重利得の可否（図１の の
局面の判断）について 
（１）控除の物的範囲（損害賠償と年金との同質
性）の判断について 
 損害賠償と公的年金の並行給付が行われる場合
において，重複回避のために前者から後者を「控
除する」と一口に言っても，「控除の範囲」につ
いて検討すべき課題が存在する。そして，この課
題は重複の発生をとらえる際の視点の置き方に
よって，さらに 3 つの場面に分けることができ
る。すなわち，1）被害者の被ったどのような損
害から年金が控除されるのか，という「控除の物
的範囲」（損害賠償と年金の同質性の認定）の問
題，2）被害者に受給権が発生した年金のうち，
既に受給した分に限って控除するのか，それとも
将来受給する予定の分も含めて控除するのか，と
いう「控除の時間的範囲」の問題，3）年金受給
権が発生した者のうち，誰の年金を控除の対象と
するのか，という「控除の人的（主観的）範囲」
の問題である。このうち，3）については実務上，
既に決着済みである（15）とされているため，本稿
では 1）と 2）について検討を行なうことになる。
仮に損害賠償額をx，年金額をyとして，重複調整
の考え方を「x－y」という単純化された式で表す
ならば，1）はxの範囲の問題で，2）はyの範囲
の問題であるということになる。図 1 の局面
における裁判所の判断では 1）と 2）の両面にわ
たる検討が求められるが， 2）に関しては次節で
扱う「保険者財政の保全」の問題とより密接に関
連するため，本節では 1）の同質性の認定の問題
について検討を加え， 2）については次節で論ず
ることにする。 
 
図１ 
        
  人間関係学研究   16   2014 
 
82 
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要
 図 1 の局面における裁判所の判断では，当
該年金給付の内容が，損害の填補としての性格を
もち，損害賠償と相互補完的な関係にあるといえ
るか（この 2 つを被害者に同時に取得させるの
が適当か）という表 1 の③の観点からの検討が
求められる。同質性が存在することは，賠償から
の控除が認められるための前提であるということ
になる。 
 そこで，あらためて年金給付と損害賠償の同質
性をめぐるこれまでの判例・学説の議論をながめ
てみると，この判断は実は非常にあいまいで，法
概念として不安定なものであることがわかる。加
害者という存在がない純然たる自損行為であって
も年金給付は行われるが，もちろんこの場合の社
会保険給付を「損害填補的」であると見ることは
できず，制度の本旨である「生活保障機能」が，
その場面で実際に果たされているということにす
ぎない。ところが，たまたま第三者行為によって
引き起こされた事故の場合には，年金給付がこの
ような本来的な制度目的と同時に，加害者が行う
べき「損害填補」に近い機能も果たしていること
は事実であり，この限りにおいて「重複」の問題
が発生するのである。では，具体的にどのような
種類の年金が，どのような損害賠償と同質的とい
えるのかを検討していくことにしよう。 
 
（２）同質性の認定をめぐる判例・学説の動向 
 損害賠償と年金給付との同質性が認められる場
面における前者の範囲のとらえ方については，
a）その範囲を広く認めて，慰謝料・積極損害
（医療機関に受診した際の治療費等）を含む，損
害賠償額全体から控除するという立場，b）損害
賠償の中の消極損害（逸失利益）のみから控除す
るという立場の 2 つに大別することができる。
そして，さらに遺族年金に限定した議論では，
c）消極損害の中の老齢年金に相当する分に限定
して控除を認めるという立場（控除の対象を最も
狭くとらえる立場）がこれに加わる（16）。 
 以上のような同質性の認定範囲の広狭をめぐる
考え方の違いを念頭に置きつつ，控除をめぐって
議論された判例の考え方と，それらに関する学説
の状況を概観してみたい。 
 1 ）障害年金：第三者行為による事故で現役労
働者が重傷を負い，しばらく仕事を休んだだけで
なく，後遺症のために元の仕事に復帰できなく
なったという事案につき，裁判所は休業損害およ
び労働能力低下による将来の賃金の喪失分につい
て原告の逸失利益の主張を認める（他に積極損害
として，治療費および慰謝料が認定されている）
とともに，これに対応する損害賠償額の中から既
に受給した障害厚生年金分の控除を認めている
（そして，この控除された分は保険者である政府
が代位取得すると結論づけている）（最判昭和52
年 5 月27日・民集31巻 3 号427頁）。本件は，前
述の「時間的範囲」が主な争点となった事件で，
積極損害からの控除の可否は直接の争点とされて
いないため，裁判所がこの点についてどのように
考えているのかは必ずしも明らかではないが，少
なくとも事故によって失われた賃金と障害年金と
の間の同質性を認めることが判断の前提となって
いることは確かである。 
 学説は（時間的範囲の議論を横に置けば），逸
失利益と障害年金の同質性を認めることそのもの
については肯定的であるが（17），慰謝料に関して
は，年金給付と重複しないから「控除の対象とな
らないのはもちろん」であると述べているものも
ある（18）。しかし，他方で柿島前掲（注18）の直
前箇所では，「控除・非控除が問題となっている
のは，民法の不法行為法上の損害賠償と，労災保
険・厚生年金による損害填補機能が重複する損害
についてであって，両制度はその目的・趣旨を異
にしており，対象となる損害にも重複する部分と
しない部分が出てくる」と述べていて，なぜ逸失
利益が「重複する部分」にあたり，慰謝料が「重
複しない部分」にあたるのかの理由は明らかにさ
れていない。さらに，西村前掲（注17）は同じ
判決評釈の中で「障害年金は国の社会保障責任に
基づいて労働能力が阻害された被保険者に対して
給付されるものであり，その目的において損害の
填補とは無関係である」とも述べており，やはり
なぜ逸失利益からの控除のみが正当化されるのか
の説明が十分でないように思われる。 
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 2 ）遺族年金：老齢年金の逸失利益性を認める
ことを前提に，支給を受けることが確定した分ま
での遺族年金との間で損益相殺を認める判例（後
述の平成 5 年 3 月24日・大法廷判決）がある。
これに対して学説は，老齢年金の逸失利益性を認
めることには批判的であるものの，仮に逸失利益
性を認めるとするならば，遺族年金との間の同質
性は明らかであるとして，損益相殺を行うこと自
体には賛成している（19）。ところが，後述の平成
16年12月20日最高裁判決が，現役労働者の死亡
の事例において，失われた稼働収入からの遺族年
金分の控除（損益相殺）を認めるに至って，学説
は同質性の範囲が広がりすぎることや，公平性の
問題（被害者の保険料負担によって加害者の賠償
責任が軽減されることは公平とはいえないこと）
を理由に，この結論に反対するものが多い（20）。
しかし，逆に平成16年最判のように，同質性を
広く認めていくことに賛同する見解も見られ
る（21）。 
 3 ）老齢年金：使用者行為災害における労災民
訴で被災労働者が使用者の安全配慮義務違反によ
る損害賠償責任を訴求した事案につき，老齢厚生
年金の既受給分を逸失利益から控除すべきとの被
告側の主張を退けた判例（札幌地判昭和59年 6 
月19日・判例時報1128号111頁）がある一方，第
三者行為災害の労災で老齢厚生年金の既受給分の
控除を認めた判例（高松高判平成  3 年11月29
日・交民24巻 6 号1377頁）もある。 
 
（３）小括：同質性の認定についてどう考えるべ
きか 
 このように，判例・学説の状況を概観すると，
障害年金・遺族年金については，少なくとも上記
（2）のa）の立場に立って，積極損害を含むすべ
ての損害賠償額との間で同質性を認める見解は存
在しないことがわかる（老齢年金と損害賠償の同
質性の範囲について正面から論じた学説は，管見
の限りでは見当たらなかった）。他方で，b）の立
場に立つ論者においても，逸失利益と年金給付と
の間の同質性を認める範囲について，必ずしも明
確な判断基準を示しているわけではない。 
 すなわち，障害年金については，b）の立場に
立って，逸失利益全般との同質性を認めるにして
も，なぜ失われた賃金と年金とが重複する関係に
あるといえるのかの理由が明らかではないし，さ
らに賃金以外の逸失利益（たとえば，ある高齢者
の介護に従事することを条件に遺贈を受ける予定
であった者が，事故が原因で介護に従事できなく
なり，財産相続に向けた期待が失われた等）が発
生した場合，加害者がこのような損失を補填する
と仮定したとき，この分の損害賠償が被保険者の
生活保障機能という年金給付の本来的機能とどの
ような関係にあるのかが，依然として不明である。 
 同様に，遺族年金についても，失われた賃金と
の間の同質性の認定をめぐって見解の対立が見ら
れる一方で，死亡した者の老齢年金を逸失利益と
して加害者に賠償させる場合に限って，老齢年金
から切替支給された遺族年金との間の同質性を認
めることに反対する見解は存在しない。このよう
に遺族年金についても，損害賠償の中のどの範囲
と同質性が認められるのかが不明確なまま残され
ている。 
 思うに，公的年金に限らず社会保険給付全般に
おいては，その給付構造をつぶさに分析すること
で，「生活保障的（福祉的）」または「逸失利益の
填補的」という両側面の程度を客観的に評価する
ことに成功したとしても，これらが受給者の生活
の中で現実に果たしている機能に着目するならば，
「同質性が有る／無い」と，どちらか一方に明確
に振り分けることは不可能なのではないか。むし
ろ，「どちらかといえば損害の填補に近い／遠
い」といった，相対的・流動的な概念と見るのが
妥当なのではないかと思われるのである。 
 このように考えていくと，これまでの判例・学
説の議論において図 1 の の局面で控除可否を
決定する判断材料のひとつとされてきた同質性の
有無という観点は，それだけでは決定的な判定基
準とはならないということになり，このことはと
りも直さず，表 1 の③「二重利得の防止」とい
う重複調整の根拠が，控除の可否を決定するうえ
での絶対的な物差しとはなりえないことを示して
いると考えられる。      
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６．保険者財政の保全の要否（図1の の局
面の判断）について 
 次に図 1 の の局面の判断について検討する。
ここでは重複調整の根拠の 1 つとされている表 1 
①の「保険者財政の保全」の具体的内容と，これ
を達成するための保険者代位の成否について，
「控除の時間的範囲」の問題とからめた検討が必
要となる。 
 表 1 のア）とウ）との対比からも明らかなと
おり，二重填補と保険者代位のもたらす効果が，
加害者の責任追及という点で共通している反面，
両者の間には大きな法律効果の違いが存在する。
すなわち，保険者が事後に加害者に求償を行わず
に放置することは，結果的に保険料を支払ってい
る他の被保険者にいわれなき負担を強いることに
なるので，効率的な保険運営のためにはやはり二
重填補ではなく代位の形で処理されるべきである
との主張が存在する（22）。特に社会保険は法に基
づき国民から強制的に徴収された保険料および租
税によって運営されているのであるから，一般被
保険者（さらにすべての納税者）は，保険者の財
源の効率的な運用を求めるだけの法的な利益を有
しており，保険者もこのような保険財政のもつ公
共的性格を無視するわけにはいかないといえるだ
ろう（23）。 
 この保険者財政の保全に関するこれまでの学説
の支配的な考え方では，不法行為による事故が原
因で社会保険給付が開始された場合であっても，
それが保険者にとっての負担の増加をもたらさな
いのならば，保険者代位は成立しないとされてい
る（24）。たとえば，老齢年金を受給中の者が交通
事故の被害者となって死亡した場合，被害者の遺
族が新たに遺族年金を受給することになったとし
ても，年金の保険者は，遺族が加害者に対して有
する損害賠償請求権を代位取得できないとされて
いる。なぜならば，老齢年金を受給していた者の
死亡が原因で遺族年金に切替支給された場合には，
遺族年金の月々の支給額は事故がなかった場合に
支給されるはずであった老齢年金の額よりも少な
く，保険者の債務は結果的に縮小しているからで
ある。仮にこのような場合に代位の規定を適用し
たとすると，保険者にとって給付しなければなら
ない年金額が減少したうえに，事故をきっかけと
して支給することになった遺族年金相当分の損害
賠償請求権をも取得するという二重の利得の結果
を招くことになる。このように代位の成立要件と
して保険者の負担増を必要とする考え方は，表 1 
の保険者代位の制度趣旨である 3 つの根拠のう
ち，①の観点から導かれるものといえよう。 
 しかし，重複調整の根拠の 1 つである表 1 ①
の認定は，はたして本当にこのような判断基準に
従って行われるのが妥当なのであろうか。切替支
給が開始された時点での毎月の年金支給額に着目
して「保険者の負担増の有無」を認定するという
定時的な判断で代位の適否が決せられるという従
来の通説的な見解に対して，本稿は疑問を提起し
たいと思う。そこで，以下では控除の時間的範囲
の問題とあわせてこの点について検討を加えるが，
そのための素材として，以下の（1）・（2）では
控除の時間的範囲に関する考え方が示された代表
的な 2 つの最高裁判所の判例を取り上げてみる
ことにしよう。 
 
（１）退職共済年金の逸失利益性を認めることを
前提に，遺族共済年金との重複調整を行っ
た事例 
 地方公務員共済組合法の退職共済年金の受給者
が第三者による事故で死亡したため，遺族が死亡
によって失われた退職共済年金を逸失利益として
加害者に損害賠償請求した事件が，最高裁判所大
法廷判決平成 5 年 3 月24日・民集47巻 4 号3039
頁（以下「平成 5 年大判」と呼ぶ）である。同
判決では，遺族年金の控除の範囲に関して「支給
を受けることが確定した遺族年金の額の限度で，
その者が加害者に対して賠償を求め得る損害額か
らこれを控除すべきものであるが，いまだ支給を
受けていない遺族年金の額についてまで控除する
ことを要しない」として，原審口頭弁論終結の日
までに確定した分についてのみ，損益相殺を行う
と判示している。この平成 5 年大判においては，
損害賠償額から遺族年金分の控除を認める前提と
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して，死亡した者の老齢年金につき，いわゆる相
続構成に立ってその逸失利益性を肯定しているが，
この逸失利益性を認める判例の考え方に対しては，
相続否定説に立つ学説の多くから批判が向けられ
ている（25）。たしかに，この退職共済年金（およ
び老齢厚生年金等）の逸失利益性の認定に関して
は，否定説の立場の方が説得力を有するものと思
われる（26）。しかし，ここではひとまずこの議論
を横に置いて，仮に平成 5 年大判のように逸失
利益性を認める立場を採用するとした場合，損益
相殺ではなく保険者代位を認める余地は理論上皆
無なのか，という点について検討してみることに
しよう。 
 仮に逸失利益性を認めた場合，前述 5 （3）で
みたとおり，加害者から支払われる退職共済年金
相当分の損害賠償と，保険者から給付される遺族
共済年金との間の同質性は明らかであり，両者の
同質性を認める以上，その控除の範囲を判決のよ
うに「原審口頭弁論終結の日までに確定した分ま
で」に限定することは妥当ではない。岩村
（1993）73頁は，この点について「将来の年金に
ついても受給者は平均寿命まで生存するであろう，
あるいは再婚しないであろうという仮定ないし擬
制にもとづいて現在額を算出することも決して不
合理とはいえない」と述べている。 
 しかし，このようにして，遺族が平均寿命まで
生存したと仮定したときの将来の受給分まですべ
て控除した場合，下記のようなケースでは「逸失
利益＜遺族年金」という関係になって，逸失利益
相当分の加害者の損害賠償責任は完全に免責され
てしまうことになる。 
 次の図 2 のように，老齢厚生年金受給中の者
が事故で死亡した場合を想定してみる。被保険者
の死亡時の年齢が平均寿命に近く，またその者の
妻が，亡くなった被保険者よりもずっと年下であ
る場合を想定してみよう。このような場合には，
切替支給された遺族厚生年金の総支給額（図の
の面積）の方が，元の老齢厚生年金の推計総
支給額（図の の面積 ）よりも大きくなるとい
う事態が発生しうる。 
 この場合，月々の支給額だけを比較すると「老
齢厚生年金（ の高さ）＞遺族厚生年金（ の
高さ）」の関係にあるが，総支給額の比較におい
ては「 の面積＞ の面積 」になることがある
ので，切替支給によって保険者の負担が減少した
とは必ずしも言い切れない（したがって，このよ
うな事例について，仮に将来の遺族厚生年金の控
除を認める立場に立つと，「 － 」の損益相殺
の結果はマイナスになってしまう）。このような
結果は，表 1 の「損益相殺」に示したとおり，
 
 
図２ 
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③（二重利得の防止）の趣旨は達成されるものの，
①（保険者財政の保全）と②（加害者免責の防
止）の効果は達成されないことを意味している。
それでは，①～③の効果をすべて充足する保険者
代位をこの場面に適用することはできないのか。 
 上の事例の場合，残された妻が長寿をまっとう
した将来のある時点において， の支給累計額
が を超えて，①の「保険者財政の保全」の必
要条件が満たされることになる。もちろん，現行
法を前提とする以上，被害者の死亡の時点におい
て保険者が将来の給付分についてまで代位請求す
ることはできない(27）。しかし，仮に保険者が遺
族厚生年金の支給月の直後に，その都度代位の要
件充足の検討作業をずっと継続していったとする
と，支給額の累計が「 ＞ 」になった時点で
（それが代位取得した損害賠償債権の消滅時効の
完成前であるならば），理論上は代位が可能だと
いうことになるのである。 
 つまり，代位の成立要件としての「保険者の負
担の増加」の概念について，上記のように従来の
通説よりも時間軸を拡張したとらえ方をしてみる
と，死亡した被保険者と遺族となった者の年齢設
定次第では，代位が成立する余地が理論上皆無で
あるとはいえなくなるのである。 
 前述のとおり，本件においては死亡した者の老
齢年金の逸失利益性を肯定しているという出発点
のところから，平成 5 年大判の理論構成にそも
そもの問題点があるといえるが，仮に逸失利益性
を認めるのならば，保険給付が先行した場合に賠
償額から遺族年金分を控除することは避けられな
い。そして，裁判所はこの控除理由を損益相殺と
してとらえたうえで，将来支給分の遺族年金につ
いては，損害賠償との同質性を認めつつも給付の
不確実性等を根拠として控除せず，いわば控除の
時間的範囲を過去の年金支給分に限定するという
処理を行ったわけである。このような扱いについ
ては，生命侵害による逸失利益に関しては，一般
に将来の仮定や不確実な予測に基づいて算定され
ているにもかかわらず，将来の遺族年金の控除に
ついてのみ受給の不確実性をことさら問題にする
のは，理論的一貫性に欠けるとして学説から批判（28）
を受けることになる。つまり，この平成 5 年大
判の考え方では，過去の年金給付については表 1 
のイ）を選択し，将来分についてはウ）を選択し
た結果，将来分については①と③を達成できなく
なってしまう点に問題が残る。 
 では，死亡した者の老齢年金の逸失利益性を肯
定するという前提に立ったうえで，この場面にお
ける最善の選択は一体何なのか。それは，前述の
とおり，図 2 の支給累計額が を超えて，①
の「保険者財政の保全」の必要条件が満たされた
時点で，控除の内容を損益相殺から代位に切り換
えることである。すなわち，この条件を充足した
時点から調整方法を表 1 のア）に切り換えるこ
とで，調整を必要とする理由の①～③のすべてを
満たし，被害者（被保険者），加害者，そして保
険者の3者の利益均衡が最もよく図られることに
なるのではないかと考えられる(29）。 
 
（２）現役労働者が死亡した場合の賃金の逸失利益
と遺族厚生年金との重複調整を行った事例 
 現役労働者の死亡の場合に，賃金を中心とする
逸失利益から遺族厚生年金（ただし，既受給分の
み）を控除することを認めた最高裁の判例（平成
16年12月20日・判例時報1886号46頁，以下「平
成16年最判」と呼ぶ）がある。この場合には，
上記（1）の退職共済年金の場合と違って，賃金
の逸失利益性の認定自体にはまったく異論が見ら
れないが，遺族厚生年金については既受給分・将
来受給予定分のいずれについても，そこから控除
することが妥当といえるかについては大きな問題
がある。なぜならば，（1）では退職共済年金と
遺族共済年金との同質性が明らかであるのに対し
て，（2）では逸失賃金と遺族厚生年金との間の
同質性の認定自体が自明のものとはいえないから
である。そして，仮に平成16年最判のようにこ
の両者の同質性を肯定して損害賠償額から既受給
分の遺族厚生年金を控除したとすると，保険者
（および被害者）の負担によって加害者が免責さ
れることになって，公平性の観点からはおおいに
問題がある結果を招く。したがって，このような
正義に反する結果を避ける方法としては，以下の
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ような解決が妥当なのではないか。 
 被害者の遺族が受け取る年金給付は被害者自身
の拠出によって獲得された権利であるから，被害
者側から見たときには，加害者とはまったく関係
のない副次的な並行給付（アメリカ法でいうとこ
ろの collateral benefits)(30)にあたるといえる。し
たがって，このような給付が行われた事実をもっ
て損害賠償額に影響を及ぼすべきではないので，
結果として損益相殺も代位も生じない重複給付
（表 1 のウ）として処理されるのである。わが国
ではこの場面での控除の有無を同質性の問題とし
て議論する傾向があるが，前述のとおり年金給付
が受給者の生活の中で現実に果たしている機能に
着目したときには，「同質性が有る／無い」と，
どちらか一方に明確に振り分けることは不可能で
あり，むしろ当該複数の利益を被害者に保持させ
ておくことが不法行為の再発防止のうえで有効か
という，政策的・規範的な概念としてcollateral 
benefitsをとらえる方が妥当なのではないかと思
われる（31）。 
 表 1 ウの「重複給付」を上記のようにとらえ
るならば，もはや社会保険給付と損害賠償との間
には何の関連性も認められないことになるので，
これを「重複給付」と呼ぶこと自体，当を得ない
ということになる。すなわち，被害者は保険給付
と損害賠償というまったく目的も性格も異なる 2 
つの給付を「たまたま」同時に受け取ったにすぎ
ないので，これをあえて「二重利得（表  1 の
③）」と評価する必要もないだろう。このとき保
険者は法の規定に基づいて本来的な給付を行った
にすぎないので，それは「重複支給」にも「加害
者の果たすべき責務の肩代わり」にもあたらず，
したがって「保険者財政の保全（表 1 の①）」に
配慮する必要もないということになる。 
 
（３）小括 
 以上の検討を通じて，年金と損害賠償とが並行
給付される場面での通則的なルールとして，以下
のような結論が得られるのではないか。すなわち，
表 1 ①～③に掲げた重複調整に関する 3 つの要
請は，相互に密接に影響し合いながら，加害者・
被害者・保険者の 3 つのプレイヤーの間の最適
な利益バランスという総合的な観点に立ちつつ，
場面ごとにそれらの規範力を発揮する。より具体
的に言うと， 3 つの要素の中のいずれかの要請
が格別に強く求められるときには，他の 2 つの
要請がさほど強くなくとも保険者代位が行われる
可能性があるし，逆に①～③の中のある要素が極
端に弱いと，他の 2 つの要請も規範力を失うこ
とになるのである。 
 このように表 1 ①～③の 3 つの根拠は，有機
的・一体的に相互に影響を及ぼし合う関係に立つ
ので，ある 1 つの要素だけでは，重複調整（代
位または損益相殺）の成否の決定的な判断基準と
はならない。このことを上記 2 つの事例にあて
はめて説明すると，次のようになる。 
 （1）の事例で，死亡者の将来の退職共済年金
に関する逸失利益性を認めるという前提に立つな
らば，その分の損害賠償と切替支給された遺族共
済年金との重複を避けるという③の要請が強く働
くので，控除の時間的範囲も将来まで拡張して，
ある時点までは損益相殺で処理されることになる。
しかし，控除の時間的範囲を将来にまで広げると
いうことは，同時に①の保険者財政の保全の要否
についても未来の遺族年金支給分も含めて考慮す
ることを意味するから，図 2 のような検討が必
要となる。すなわち，図 2 の支給累計額が
を超えた時点で①の必要条件が満たされ，控除の
内容が損益相殺から代位に切り換わるのである。
このような処理法が「未来分の控除」という考え
方を採用した場合の論理的な帰結である。このよ
うに，死亡者の老齢年金の逸失利益性の肯定とい
う②の要請を強く打ち出した立場に立つならば，
それに呼応する形で③の重複回避の要請も強化さ
れて，控除の時間的範囲が未来にまで拡張される。
そして，それらの必然的な結果として①の判断も
時間的範囲を拡大した問題として登場するので
ある（32）。 
 他方，（2）の事例では，被害者側から死亡者
の老齢年金についての逸失利益の主張がなされて
おらず，被害者が受ける損害賠償は死亡者の逸失
賃金に相当する分だけであるから，遺族厚生年金
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の既支給分・将来支給分のいずれについても重複
支給回避の要請（表 1 ③）を考慮する必要性は
弱くなるはずである。したがって，遺族厚生年金
支給による保険者財源の減少を防止すること
（①）も検討の対象とならない。すなわち，死亡
者の老齢年金の逸失利益に関する②の要請が存在
しない場合には，遺族年金控除についての時間的
範囲（③）や保険者財政保全についての時間的範
囲（①）についても検討の必要がなくなり，逸失
賃金に対する損害賠償と遺族厚生年金とが被害者
に並行給付される（これはもはや「重複」支給と
はいえない）という解釈が妥当なのではないだろ
うか。 
 このように，第三者行為によって引き起こされ
た保険事故に対して年金給付が行われる場合，年
金給付分についての保険者財政の保全という①の
意味を形式的に解釈することから代位の成否が判
定されるわけではない。当該年金給付による利益
を被害者にとどめておくことが公平の観点から妥
当なのか（③），重複調整を行うことで加害者を
免責することが正義に反しないか（②）という 3 
つの要請の間で，最適のバランスを図りつつ表 1 
のア～ウの 3 つの中から処理法を選択するので
ある。まして，厚生年金法40条 1 項のような保
険者代位に関する規定が年金立法の中に置かれて
いるからといって，直ちに当該年金給付が損害賠
償と相互補完的関係に立つというわけではない。
保険者代位に関する規定は，保険者から加害者に
対する求償権の行使を形式的上正当化する根拠に
すぎず，この規定の存在をもって，ある具体的な
場面における両者の同質性の根拠となるわけでも，
保険者財政保全の必要性を示すわけでもないので
ある（33）。代位の成否を判断する際には，個別具
体的な場面ごとに上記のような利益衡量を行わ
なければならないということになる（34）。 
 
 
７．二重補填か保険者代位か（加害者免責
防止という規範のもつ意味） 
 図 1 の の局面でa-2の方法（二重填補）を選
択した場合と， の局面でb-1（保険者代位）の
方法を選択した場合とでは，両者のもたらす効果
が「加害者免責の防止」（表 1 の②）という点で
共通している。しかし，この 2 つの選択肢の間
には大きな法律効果の違いも存在する。すなわち，
保険者が事後に加害者に求償を行わずに放置する
ことは，結果的に保険料を支払っている他の被保
険者にいわれなき負担を強いることになるので，
やはり二重填補ではなく代位の形で処理されるべ
きであるとの主張が存在する（35）。 
 しかし，被保険者自身の過失による自損事故に
ついては年金給付（たとえば障害厚生年金）が本
来的に（生活保障的に）行われるのに対して，な
ぜ第三者行為による事故の場合には代位が行われ，
年金給付は本来加害者が負担すべき債務の「立て
替え払い」とみなされるのか。換言すれば，加害
者がいる場合だけ，なぜ年金給付の性格が「損害
填補的」なものへと変化するのか。このような問
いに対しては，一応次のような答えが用意される
だろう。すなわち，第三者行為事故においては，
損害填補の責任分担の順位について，不法行為者
を第一順位（最終的な損失負担者）として位置づ
けているから，という説明である。社会保障制度
における要保障事由は，人間が生活していく過程
で発生するニーズであるが，要保障事由の発生原
因であるところの本人自身の責任（軽度の過失な
ど）の有無を問題にする視点は，必ずしもその中
には含まれない（36）。それに対して，第三者の行
為によって生み出された要保障事由については，
上記のような保障の対象者自身の過失の扱いとは
区別して，事故の原因を作り出した者の市民法上
の責任を先順位に据えるというのが代位制度の根
底に存在する考え方といえる。すなわち，加害者
である第三者を最終的な費用負担者とするという
決着のつけ方で，年金給付の守備範囲が縮小され
ることはありうることである。 
 そして，ここでの問題は，このような修正が市
民法と社会保障法の相互の位置関係から見て，本
当に論理必然的な帰結といえるのかという点にあ
る。ここでの考え方は 2 つある。 1 つは，第三
者行為事故においても，社会保障給付のニーズ即
応の原理を全く修正せず，両者がそれぞれ独自の
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機能を発揮しながら完全に併存する「二元論」の
考え方である。そして 2 つ目は，原因者である
第三者の市民法上の責任の有無によって，社会保
障法における保障主体の責任範囲が縮小し，年金
給付との間での調整を必要とする「一元論」の考
え方である。 
 ここでもう一度，将来の年金支給分の控除に関
する議論を想起してみよう。保険給付が行われた
後に損害賠償が支払われるとき，既払いの年金分
だけを控除して，将来の支給予定分については控
除しないという判例理論（平成 5 年大判等）で
示された考え方は，いわば「過去＝一元論」，「将
来＝二元論」という両原理を結合させた処理法で
あるとみなすことができる。そして，このような
「不徹底な一元論」が生まれた背景には，「不法行
為の再発防止」への配慮が働いていると見ること
はできないだろうか。仮に将来分を控除して，そ
の後の求償の実行を保険者の意思にゆだねたとし
ても，実際には求償コスト等の理由によってそれ
が額面どおりに実行されていないというのが年金
実務の状況である（37）。とすると，このような処
理は事実上「控除＝損益相殺」として機能するこ
とを意味し，結局加害者の免責という効果をもた
らしている（表 1 の②のイ））ということになる。
これに対して，将来支給分を控除せずに全額の賠
償を負担させれば，仮に保険者が将来の支給停止
措置を実施しなかったとしても（これもまた実務
の実態である），被害者にとっての二重填補の結
果を招く（表 1 の③のウ）だけで，加害者の免
責という結果（表 1 の②のウ））は招かない。将
来支給分をめぐる「控除説」・「非控除説」の対立
の背景には，このような年金実務の現状を冷静に
見据えたうえで，実際上予測される「不当免責」
と「二重填補」という 2 つの結果を比較検討し
た結果，後者すなわち非控除の方を選択したとも
解釈できる（38）。もしこのような推測が当を得て
いるとするならば，一元論・二元論いずれの立場
に立つにせよ，加害者免責の防止への配慮こそが，
最終的に残される規範であるということになるの
ではないか。 
 被害者に生じた損失を負担する者の中に加害者
が脱落せずに残ってさえいれば，少なくとも不法
行為制度の根幹のルールは維持されたことになる
ので，そのうえさらに副次的な損失負担者として
保険者が追加される必要があるかどうかは，不法
行為制度とは別の，年金制度固有の政策的判断に
よって決定されればよいのである。換言すれば，
保険者が唯一の損失負担者となるという結論は不
法行為制度がこれを許さないが，保険者が 2 人
目の損失負担者としてそこに加わるかどうかは，
不法行為制度の関知するところではないのである。
被害者の二重利得（③）は，市民法上も社会法上
も「望ましくはない」が，加害者の免責（②）は，
それ以上に市民法上も社会法上も「許されない」。
このことは，前述の「一元論」・「二元論」のいず
れの立場に立つとしても，②の加害者の免責防止
の観点だけは重複調整を考える過程で最終的に残
される規範である，ということを示しているので
はないだろうか。よって，①・③の規範と②の規
範との間には強弱の差が認められ，「②＞① かつ 
②＞③」の関係が導かれる。 
 以上の議論を整理してみると，次のようになる。
重複填補が問題となりうる場面において，従来か
らの支配的見解では，加害者が不当に免責される
ことを許してはならないという要請と，被害者が
不法行為の結果として二重に利得をすることが
あってはならないという要請のバランスを図るべ
く，原告が訴求する逸失利益の内容と被告が主張
する控除の範囲に応じて保険者代位と損益相殺と
を使い分けてきた。他方，被害者（およびその雇
用主）が保険料を負担する国民年金，厚生年金等
においては，加害者・被害者間の公平性の確保
（被害者の負担において加害者が免責される結果
を招くことは不当である）という理由から，損益
相殺も保険者代位も行わずに二重填補を行うとい
う主張も有力である（39）。 
 しかし，ここまでの考察を経た結論として，本
稿はこのような事故の場面ごとの類型化を行う議
論に対して問題提起を行い，常に加害者の責任を
追及することができるという意味において重複支
給（表 1 のウ）の形ですべての場面を統一的に
処理することを提案したいと思う。けだし，両者
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の同質性概念自体があいまいなものであるために，
それを控除可否の判断基準として採用することが
できない（前述 5 ）うえに，保険者財政の保全
の観点についても，被害者保護の必要性と加害者
免責の妥当性とのバランス次第で保険者代位と損
益相殺が使い分けられる可能性があることが了解
された（前述 6 ）からである。その結果，本稿
では両者が重複適用される場面では，何らの調整
も行わない重複支給の形こそが，加害者免責の防
止という最重要の規範に従ってあらゆる事故類型
を統一的に処理できるという点において，最も優
れた考え方であると結論づけるのである。 
 
８．まとめ 
 損害賠償と社会保険給付の重複調整の場面をめ
ぐる議論が，なかなか混迷の状況から抜け出せず
にいることの最大の原因は，「控除を行うことの
根拠」をどこに求めるのかという点を不明確にし
たままで議論を展開してきたことにあるように思
える。その結果，控除可否を決定するうえでの統
一的な判断基準を確立できず，このことが社会保
険給付の種類や給付の時間的な範囲（過去の分か
将来分か）ごとに，調整の内容にバラつきを生じ
させることにつながったのである。 
 私たちがここで再度確認しておくべきことは，
重複調整の局面に関するいくつかの判断要素のう
ち，一体どれを優先しなければならないのかとい
う問題である。そして，本稿ではこの局面で判断
の基本に据えるべき視点を，表 1 の②「加害者
免責の防止」の点に求めた。 
 なお，公的年金給付に関して，二重填補の形で
処理することの実質的な妥当性としては，次のよ
うな法文上の規定によって裏付けられよう。すな
わち，損害賠償が先行した場合の保険免責につい
て規定した厚生年金法40条 2 項，国家公務員等
共済組合法48条2項，地方公務員等共済組合法50
条 2 項においては，保険給付の停止は任意規定
の形になっており，わが国の年金制度は被害者の
二重填補の結果を「是が非でも回避しなければな
らない」とは考えていないことをうかがわせるの
である（40）。 
 
注 
（ 1 ）岩村（1985）195頁 
（ 2 ）古笛（2005）25頁 
（ 3 ）しかも，単一の社会保険立法の中にも，い
くつもの給付の態様が含まれている。たと
えば医療保険では，現物給付による療養給
付（健保法63条）と金銭給付による傷病手
当金（同99条）とでは，まったくその趣
旨・目的が異なる。したがって，損害賠償
との重複調整を考える際には，このような
ていねいな給付の類型化の作業が必要とな
ろう。 
（ 4 ）河野（1979）171頁 
（ 5 ）洲崎（1991）3頁 
（ 6 ）物保険・財産保険において定額保険が認め
られないのは，意図的な保険事故の招来な
どのモラルハザードのリスクが高くなるか
らである。それに対して，人保険において
は人間の自己保存本能から，このようなリ
スクはかなり軽減されると考えられる（洲
崎（1991）3頁以下）。 
（ 7 ）定額保険型の人保険においては，重複調整
（損益相殺と保険者代位）が不要であるとい
う点で異論がない（山下（2005）563頁）
ので，ここでは考察の対象としない。 
（ 8 ）もちろん，被保険者が故意に事故を招来す
るおそれがある場合には，被保険者の利得
を強行法規的に禁止しておく意味もあるが，
前掲注6のとおり，すくなくとも人保険に
おいては，そのようなモラルハザードの危
険性は一般的には低いというべきである
（山下（2005）549頁）。 
（ 9 ）山下（2005）546頁 
（10）山下（2005）547頁 
（11）樋口（1985）233頁 
（12）厚生年金法40条2項，国民年金法22条2項，
国家公務員等共済組合法48条2項，地方公
務員等共済組合法50条2項。 
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（13）公的年金における保険者代位の法文上の根
拠は，厚生年金法40条1項，国民年金法22
条1項，国家公務員等共済組合法48条1項，
地方公務員等共済組合法50条1項である。
なお，樋口（1985）217頁では（社会保険
に限定した議論ではないが），この3つの他
に，被保険者にいったん重複支給しておい
て，事後に被保険者から保険者に対して重
複部分が任意返還されることを期待する
「給付返還型」という第4のパターンをあげ
ている。しかし，本稿ではこれを重複支給
型に含めて理解することとする。 
（14）後述のとおり，社会保険は法に基づき国民
から強制的に徴収された金銭で財政運営が
なされているという点で，任意加入を原則
とする民間保険とは本質的に異なる性格を
有している。また，公的年金の場合，将来
にわたって長期的・継続的に（場合によっ
ては受給資格者の存命期間中ずっと）支給
されるものであるという点で，一時金の形
をとることが多い民間保険とは異なってい
る。そして，このような社会保険としての
特性から導かれる年金給付の本質的性格を
どのようにとらえるのかについては，本稿
の中で順次明らかにされていくことになる。 
（15）藤田（1993）62頁 
（16）飯村（1997）110頁 
（17）柿島（1979）98頁 
（18）柿島（1979）96頁 
（19）岩村（1993）72頁 
（20）若林（2007）114頁。ただし，判例のよう
な相続構成ではなく，遺族固有の損失を観
念する立場に立ちつつ，死亡した被害者の
稼働所得のうち遺族の生計維持に当てられ
ていた部分と遺族年金との間の同質性を認
めて，損益相殺を肯定する説も見られる
（永下（2006）761頁）。 
（21）飯村（1997）110頁は，「損害賠償をあまり
細分化することは，円滑な解決を阻害する」，
「そもそも各種社会保険の給付は，その趣
旨・目的が明確でなかったり，複合的なも
のがあり，不法行為における損害項目と対
応させることは困難である」と述べて，老
齢年金に限らず逸失利益全般と遺族年金と
の同質性を認めてよいとしている。 
（22）信濃（1983）334頁 
（23）下森（1978）121頁 
（24）永谷（1991）47頁，水野（1995）11頁 
（25）岩村（1993）71頁，若林（1999）111頁など 
（26）岩村（1993）71頁は，「（老齢）年金受給者
が死亡した場合に失われる年金受給権がも
たらす利益の継受は，個人単位主義，夫
婦・『生計維持』単位主義という各年金制度
の構造と論理に照らしながら，各制度の枠
内ですでに図られているのである。した
がって，これに加えて，さらに相続人とい
う地位にもとづいて，相続人に死者の年金
受給権の利益を享受させることは適当でな
い」と述べている。 
（27）西村（1978）373頁 
（28）岩村（1993）73頁（ただし，労災の遺族給
付に関する論述である） 
（29）この平成5年大判で，将来の受給分につい
てあえてウ）の方法を選択したのは，おそ
らく将来の年金については，保険者の判断
による支給停止の方法で重複を回避する方
法もあると考えたからではないかと想像さ
れる。しかし，本文で述べたとおり，実務
では保険免責はほとんど行われていないの
で，仮に裁判所がこのような解決策を期待
したとしても，そのとおりに運用されてい
るわけではない。 
（30）樋口（1985）230頁 
（31）樋口（1985）237頁 
（32）もっとも，本文中でも繰り返し述べている
とおり，この事例においては，将来の退職
共済年金について加害者に賠償責任を負わ
せるという判例の判断枠組そのものに問題
がある。すなわち，退職共済年金分につい
ては被害者に損害賠償請求権自体が発生し
ていないとみるのが本来的な形で，結局，
本件の遺族年金に関しては既支給分・将来
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支給分ともに，「重複支給」の場面には該当
しないと考えるのが正しいと思われる。 
（33）西村（1978）369頁 
（34）永谷（1991）47頁 
（35）信濃・前掲注22）334頁 
（36）太田（2008）100頁 
（37）古笛（2005）23頁 
（38）樋口（1985）252頁 
（39）齊藤（1978）842頁。ただし，このような
見解においては，社会保険給付と損害賠償
との同質性そのものに疑問を呈する場合も
あるので，厳密にいえば本文で述べたよう
な「二重填補」という表現自体，当を得て
いないということになるのかもしれない。
たとえば，齊藤前掲842頁は「二重填補に
ならないと解すべき」と述べている。 
（40）下森（1978）120頁。なお，西島（1971）
204頁は，「立法論としては，これらの社会
保険が財政的理由のほか求償権行使の煩雑
を口実に保険給付を断るという本末転倒が
起こらないようにするため，代位規定を削
除しつつ，非控除説を貫くのが妥当であ
る」と述べている。 
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